記入上の注意
１　この様式は、対象労働者ごとかつ訓練コースごとに作成し、次の書類を添えて提出してください。
イ　Off-JTの実施内容等を確認するための書類（実施主体の概要、目的、内容、実施期間、実施時間、場所等の分かる書類（事前に対象者に配布したもの等）やカリキュラム等）
ロ　Off-JTに要した経費等を確認するための書類
ハ　その他管轄労働局長が求める書類
２　実施した訓練がeラーニングを用いて実施したものを含んでいる場合は、上記の書類に加え次の書類を併せて提出してください。
イ　就業時間内にeラーニングを受講させた場合は、その訓練時間帯をあらかじめ定めた書類
ロ　訓練が実施されたことをeラーニングのシステム上から証明する書類
３　2欄は、職業訓練計画と対応した訓練計画番号を記入してください。
４　3欄は、実施した訓練の形態に該当するものに「○」を記入してください。また、当該訓練が認定訓練の場合は「認定訓練の該当の有無」に「○」を、eラーニングを用いて実施するものが含まれる場合は「eラーニングの有無」に「○」を記入してください。
５　4欄は、訓練が実施された日数と総訓練時間数を記入してください。OJT を実施した場合は、OJTに係る時間数も記入してください。「時間換算【　　時間】」の欄には、総訓練時間数を時間単位で記入します。「15時間30分」のように訓練時間数に分単位の時間が含まれる場合は、その部分を時間単位に直し、「15.5時間」と記入してください。なお、「20分」のように、時間単位に換算するときに割り切れない数字は、小数点第三位で四捨五入してください（20分の場合は0.33時間になります。）。
６　7欄は、本奨励金の支給対象経費に対して、本奨励金以外で、国・地方公共団体からの補助金等を受けている、または、申請しているかどうかについて、該当箇所に「○」を付けてください。「有」の場合は受給している（受給する）補助金等の具体的な名称を記入してください。
その他
１　認定訓練のうち、都道府県から「認定訓練助成事業費補助金」を受けている訓練の受講料は、助成対象となりません。
２　独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構の職業能力開発施設が実施している訓練の受講料は、助成対象となりません。
